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１．はじめに 
 
渇水リスクは，気候や流域面積などの地理的条件や

水利権などの歴史的条件によって主体間や地域間に格

差がある．そのため，1997 年の河川法改正において，
「渇水調整の協議の円滑化」と「利水者相互間の水融

通の円滑化」が新たに盛り込まれた 1)．前者は，異常

渇水時において早い段階から円滑な水利使用の調整を

図るため，許可にかかる水利使用が困難となった場合

のみならず，困難となる恐れがある場合にも，利水者

は渇水調整を行うよう努めなければならないことを規

定したものである．一方，後者は，利水者が河川管理

者の承認を受けて，自己の水利権に基づく水利使用を

他の利水者に行わせることができることを規定したも

のである．すなわち，異なる水利権を持つ主体間，地

域間において水のやり取りが可能となっている．しか

し，このような規定がなされたものの，具体的な方策

については未だ確立されておらず，主体間，地域間の

渇水リスクの格差は縮まっていない．したがって，主

体間，地域間で異なる渇水リスクを分散し，より望ま

しい社会経済としていくための方策を検討する必要が

ある．なお，渇水リスクの格差に関しては地域間と主

体間という二つの問題があるが，本研究では地域間の

問題についてのみ考える．また，人々は渇水リスクを

事前に回避する手段として，節水という行動をとるこ

とが可能である．すなわち平常時に水を節約して，渇

水時に使用できる水を確保することにより，渇水の生

起確率を小さくすることができる． 
以上のことを踏まえ本研究では渇水リスクを分散

する方法として，節水および渇水時における地域間の

水融通を取り上げ，これらがリスク分散方策として有

効であるかどうかについて，公平性と効率性という観 
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点から，地域間の所得格差や便益といった指標を用い

て分析することを目的とする． 
本研究では，まず２．において地域間の諸問題や水

融通策などに関する既存研究を整理するとともに，本

研究の位置付けを明確にする．３．では節水および水

融通を考慮した水消費に関する家計行動をモデル化し

た上で，地域全体の厚生水準を表す指標として社会厚

生関数を定義する．なお，社会厚生関数は効率性と公

平性の程度により Bentham型，Nash型，Rawls型の３
種類を定義する．４．では最適な節水量を達成するた

めの条件式，および最適な水融通量を達成するための

条件式を解析的に導出する．最後に５．では４．まで

で整理したモデルや条件式を用いて簡単な数値シミュ

レーションを行い，いくつかの状況下における最適な

節水量や水融通量を求め，解析的に導くことができな

い効率性と公平性の程度について比較分析する． 
 
２．関連既往研究と本研究の位置付け 

 
横松・小林 2)は，中央政府が危険地域である地方政

府に対して，ある水準の補助金の提供と，危険地域へ

の人口移動を抑制するために地域間財政移転を行い，

地方政府が自主的な行動を取った場合，最適な地域間

資源・リスク配分が達成可能であることを示している．

これは渇水時に，生活用水に余裕のある地域と逼迫し

た地域との間の水融通によって，最適なリスク配分が

達成できる可能性を示している．実際，米国のカリフ

ォルニア州では，水の市場化によって生活用水を融通

する方法が水政策の新たな方向性として提案されてい

る 3)．これを受けて本研究では，渇水リスクを分散す

る方法として水融通策を取り上げている． 
谷本ら 4)は渇水時の水利用を渇水の発生に先立って

決定する手段として，利水者間で水融通に関する契約

を取り交わす制度を動的計画法とゲーム理論を用いて

設計している．これによると水融通契約を取り交わす

ことが，渇水発生回数を減少させることから渇水リス

クの軽減に有効であるとしている．これに対し本研究

においては，中央政府による強制的な地方政府間の水



 

融通を想定している．この根拠は次のような既存研究

成果に基づいている．National Research Council(NRC：
米国調査研究評議会)によれば，自発的な水融通は水需
要の変化に対応しうる最も重要なメカニズムであるが，

効率性と公平性さを保障するためには，広範囲にわた

る第 3 者の介入が不可欠であるとしている 5)．また

Robledo6)によると，二人の公共財の私的供給ゲームは

人口移動が生じないと仮定すれば，二地域政府の純粋

公共財供給ゲームとして読み換えても差し支えないと

した上で，主体が完全に利己的であったとしても，安

全な主体から危険な主体への財政移転が行われ，危険

な地域はより危険な状態にとどまるというモラルハザ

ードが発生するとしている．そのため，上位政府によ

る危険地域に対する規制はパレート改善をもたらすこ

とを示している．そこで本研究では，水融通による地

域間格差の是正，すなわち公平化と社会全体の効率化

といった観点から，中央政府による強制的な水融通を

想定している．なお，わが国では河川管理者がほとん

どの水利権を許可水利権として一括管理しているため，

現実的にもこのような方策は実現可能であると思われ

る． 
一方，多々納 7)は水配分の効率性を最大化するとい

う意味で，できるだけ給水圧を均等化するような給水

方策が望ましいことを示している．これはできるだけ

公平にリスクを分散することが，水配分の効率性を最

大化することを意味している．すなわち節水や水融通

により地域，状態にかかわらず一人当たりの水供給量

をなるべく等しくすることが効率性を高める可能性を

示している． 
渇水調整を行う上で重要な問題のひとつとして挙

げられるのが水利権の問題である．水利権は地域の歴

史的な背景から変更することは容易ではなく，約 30
年かかって農業用水から生活用水や工業用水へ転用さ

れた水利権は全国で約 50m3/sしかない 8)．ただし，こ

れは 1千万人以上の生活用水に相当するため，少しで
も多くの転用を進めることは非常に有効な手段である．

しかし，現状の制度では水利権を放棄する側のメリッ

トがないため，中央政府が適切に管理しながらも水利

権を持つ側にもメリットのあるような制度や仕組みを

つくる必要があろう．これについて池田 9)は水利権行

政への市場メカニズム導入の必要性を主張している．

具体的には，有限な資源を排他的に利用する権利の配

分を合理的に行う手法として，市場メカニズムを利用

することが結果的に資源の最適配分が実現されること

を主張している．また，山田 10)は主体間の水利権問題

に焦点を当てた分析を行っている．そこでは，価格メ

カニズムを用いた水市場による経済システムと現存の

制度を組み込んだ経済システムの社会厚生が比較され

ている．結果として，農業用水に関わる制度が社会厚

生を下げており，逆に農業用水の使用量を減らすこと

によって，社会厚生を上げられることが示されている．

以上のように主体間の水融通についてはいくつかの既

往研究において検討されていることから，本研究では，

主体間ではなく地域間の水融通に焦点を当てて検討す

るものである．しかし，両者はまったく異なる問題で

はなく，問題設定や結果などに多少なりとも共通点が

あるものと思われるため，それらについては既往研究

を参考にしながら本研究を進めるものとする． 
 
３．渇水リスク分散方法の評価モデル 

 
(1) モデルの仮定 
渇水は自然災害のひとつであるが，洪水や地震など，

わが国における他の自然災害と異なり，普段の生活用

水使用量によって災害の規模が変化するという特徴を

持つ．また災害が徐々に進行するため，災害時におい

てもリスクを分散することが可能である．すなわち，

事中において機能するリスク分散方法が存在するとい

う特徴を持つ．そこで本研究では，この二つの特徴を

踏まえた渇水リスク分散方法，すなわち節水と地域間

の水融通を取り上げる．ただし，事中のリスク分散方

法は，いわゆる痛み分けであるため，当然のことなが

ら事中になってからそのルールは決められない．した

がって本研究においても，事中に従うべきルールは事

前に決めておくことを想定している．以上のような特

徴を持つ渇水リスク分散方法を評価するモデルを構築

するために，以下のような仮定をおく． 
① 渇水は不確実なものであるため，その生起確率を考

える．本研究で想定するような隣接する地域におい

ては，水文学的に空間的な相関性が高く，渇水の生

起確率は空間的に独立でないことが普通である．本

研究においてもこの点を踏まえ，水文学的には渇水

の生起確率は独立でないと考える．一方，渇水の発

生は物理的（自然科学的）な要因だけでなく，社会

的な要因にも依存する．すなわち，渇水生起確率は

地理的な条件や地形的な条件だけでなく，水利権と

節水量にも依存するものと考えられる．水利権が多

い地域では渇水が発生し難いし，節水によって渇水

の発生確率を抑えることができることは容易に想

像できよう．なお簡略化のため，状態は平常時と渇

水時の二つの状態(0:平常時，1:渇水時)のみとする．
また節水による渇水生起確率への影響については，

当該地域の節水行動のみが反映されるものと考え

る．すなわち，各地域の節水努力が反映されるよう

に渇水生起確率が地域よって異なると仮定する． 
② 家計は渇水時を考慮した上で平常時の節水量と水



 

需要量を決定するものとする．本来であれば事前に

は渇水状況はわからないが，本研究では過去の経験

から政府などにより対応すべき渇水規模とその発

生確率の関係が，節水による影響も含めてわかって

いるものとする．なお，各地域における渇水時の水

需要量は，当該地域の取水制限をかけられた供給量

に，他地域との間で取り引きする水融通量と，当該

地域の家計が節水努力した結果により確保した使

用可能量を加えたものとなる． 
③ 簡略化のため，隣接しているものの水利権が異なる

ような二つの地域(A,B)を想定する．例えば，木曽
川水系における濃尾用水と愛知用水の受益地域が

これに相当すると考えている．この二つの地域では

毎年のように取水制限が行われており，愛知用水地

域において取水制限が厳しい．また特に平成６年

（1994 年）の渇水時には水融通が実際に行われて
いる．なお，1998 年から長良導水により愛知用水
地域の一部（愛知県知多半島地域）への水道用水の

取水が開始されているため，渇水被害が少なくなっ

てきていることを追記しておく．本研究では，この

ような水利権の異なる二地域間の水融通を考える．

また，地域間で融通した水は各地域の家計に均等に

配分されるものとする． 
 
(2) 家計の行動モデル 
家計は,予算制約下で期待効用が最大になるように

行動する.これは次のように定式化できる． 
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ここで， jV :期待効用関数， j� :渇水の生起確率， i

jU :

効用関数， ip :合成財価格， i
jz :合成財需要， jq :生活

用水価格， 0
ja :平常時における節水を考えない場合の

水需要量， jx :自主的な節水量， i
j� :一般化可処分所

得， 1
ja :渇水時における水供給量（水利権に基づいて

規定される），r :水融通価格， y :水融通量，k：節水
に対する使用可能率， j :地域を表す添え字(A または

B)， i :状態を表す添え字（0:平常時，1：渇水時）． 

(1)式は平常時と渇水時の効用と渇水生起確率に基づ
く期待効用の最大化を表している．平常時の効用は合

成財需要量，水需要量，節水量によって構成され，渇

水時の効用は合成財需要量，水供給量，水融通量，節

水量によって構成される．モデルの仮定において先述

したように，本研究では隣接する二地域を想定してい

るため，各地域の渇水生起確率は水文学的には独立で

ないと考え，各地域の水利権と平常時の節水量によっ

てのみ渇水発生確率が地域的に異なるものとする．(2)
式は平常時の予算制約を表しており，合成財需要と水

需要が可処分所得に等しくなっている．(3)式は渇水時
の予算制約を表しており，合成財需要と，当該地域か

らの水供給量と節水量，他地域からの水融通量にそれ

ぞれの価格を乗じたものが可処分所得に等しくなって

いる．なお，水融通量 yは渇水時において水を供給す
る側の地域において負値をとるものとし，逆に水を受

け取る側の地域において正値をとるものと定義する．

したがって，水融通供給側は水融通により収入を得る

ことができ，水融通需要側は水融通に伴う支払いが生

じるように定義されることとなる．また，平常時の節

水量は同量を渇水時に使用できるわけではなく，降水

量，ダム貯水量などによって，渇水時に使用可能な量

が異なる．ここでは，このような状況を簡単に表すパ

ラメータとして節水量と渇水時の使用可能水量の割合

kを用い，渇水時の使用可能量 jkx を定義している．

本研究では節水と水融通の費用について考慮しないこ

ととする．節水については，節水コマの購入など直接

的な費用が生じる場合も考えられるが，その他の費用

負担に比べて安いと思われる．本研究では，そのよう

な直接的な費用よりも，節水努力をすることによる平

常時の効用の低下に着目して節水に対する負担を評価

している．また，水融通については，隣接する地域を

想定しているため，費用がかからないものと想定して

いる．ただし，地理的，地形的な条件によっては水融

通に関する費用が無視できない場合もあるだろう．例

えば，水源や河道の相互の距離が大きく隔たっている

場合や急峻な山脈が分水嶺となって相互に隔てられた

地理的関係にある場合には，水融通を実際に行うため

の施設整備などの費用がかかるであろう．本モデルに

おいて，それらを考慮する一つの方法としては，水融

通価格に水融通にかかる費用を上乗せすることが考え

られるが，費用負担問題など別に考慮しなければなら

ない多くも問題も生じてくると思われ，このような問

題が想定される場合には，モデルの改良を行い，改め

て分析をする必要があろう． 
 

(3) 社会厚生関数 
地域間の渇水リスク分散方法を評価するために，社

会厚生関数を用いて社会全体の厚生を定義する．社会

厚生関数とは，社会全体の良し悪しを「社会厚生」の

大きさで測り，社会厚生が何に依存して決まるかを示

したものである．ここでは CES型社会厚生関数 11)を用



 

いると，中央政府による地域間の水融通量の決定問題

として次のように定式化できる． 
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ここで，SW ：社会厚生水準， � �0�� ：公平性への社

会的配慮の強さを表すパラメータであり，これが大き

い程公平性をより考慮した社会的価値規範を表す． 
CES型社会厚生関数は，パラメータ� の値を変える

ことによって，次のような代表的社会厚生関数に分類

される． 
 

 

� ��
�

�

�
�

�

�

��

�

�

� �

�

型

型

型

：

：　　　　

：　　　　

RawlsforVV

NashforV

BenthamforV

W

j

j
j

j
j

�

�

�

�� ,,,min

1

0

1

 (5) 

 

これ以降の検討や議論において，これらの定義に関

する理解が欠かせないため，小林 11)をもとに各社会厚

生関数の定義を簡単に説明しておく． 
(a) Bentham型社会厚生関数（以下，BSWFと略す） 

BSWF では，ある地域における代表的家計(以下家
計)の効用が 1単位増加すれば，社会厚生が 1単位だけ
増加するため，渇水リスクの大きさにかかわらず，ど

の地域の個人であっても，その効用が増大すれば，社

会厚生は等しく増加することになる．すなわち BSWF
は，功利主義的な社会的価値規範を表現していると解

釈できる．この BSWFは伝統的な費用便益分析におけ
る社会的便益の計測に採用されているものであり，言

い換えれば，効率性にかかわる社会的価値規範を表現

したものであるが，公平性については考慮されていな

い． 

(b) Nash型社会厚生関数（以下，NSWFと略す） 
NSWFでは，ある地域の家計の効用が 1単位増加す
れば，他地域の家計の効用の積だけ社会厚生が増加す

るため，ある地域の家計の効用が他地域の家計の効用

よりも相対的に低いほど，その増加はより大きな社会

厚生の増加をもたらすことになる．すなわち，渇水に

対して脆弱な地域の効用を増加させることが，社会厚

生をより大きく増加させることになる．すなわち

NSWFは，平等主義的な社会的価値規範を表現してい
ると解釈できる．言い換えれば，効率性と公平性の両

面を考えた社会的価値規範を表したものである． 
(c) Rawls型社会厚生関数（以下，RSWFと略す） 

RSWFでは，社会構成家計のうち最も効用が低い地
域の家計，つまり渇水に対して最も脆弱な地域の家計

に限り，その効用が 1単位増加すれば，1単位だけ社
会厚生は増加するが，そうでない場合には，いくらそ

の効用が増加しても，社会厚生は増加しないことにな

る．すなわち RSWFは，Rawlsの公正主義的な社会的
価値規範を表現していると解釈できる．言い換えれば，

公平性にかかわる社会的価値規範を表現したものであ

り，効率性については考慮されていない． 
 
４．渇水リスク分散の最適化条件 
 
ここでは，３．で構築した評価モデル，すなわち家

計の行動モデルと社会厚生関数を用いて，最適な渇水

リスク分散を達成するための節水量や水融通量に関す

る条件を導出する． 
 

(1) 最適節水量 
(1)～(3)式を解くと次のような水需要量に関する最
適化条件が得られる． 
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また節水量に関する最適化条件は次のようになる． 
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(6)式より，家計は平常時の水需要量に対する限界効
用が，合成財需要量の限界効用に生活用水価格と合成

財価格の比を乗じたものに等しくなるように水需要量

を決定する．また(7)式の左辺は，節水量の限界期待効
用，すなわち節水量 1単位変化させたときの期待効用
の変化分であり，右辺は平常時の合成財に対する限界

効用にその生起確率と価格の比を乗じたものと，渇水

時の合成財に対する限界効用にその生起確率と価格の

比を乗じたものとの差分である．したがって家計は，

節水量に対する限界期待効用が，状態毎の合成財に対

する限界効用にその生起確率と価格の比を乗じたもの

の差と等しくなるように節水量を決定する．なお，家

計は節水量を決定する際，渇水の生起確率を考慮する

ことも確認できる． 
 
(2) 最適水融通量 
(a) BSWFに基づく場合（ 0�� ） 

BSWFに基づく場合には，各地域の期待効用に世帯



 

数を乗じたものの和が最大になるように水融通を行う

ことになる．したがって，(4)式は次のように書き直す
ことができる． 
 
 � �� � � �� �1101 ,,1max AAAAAAAy

uaxuaxN �� ��  

 � �� � � �� �1101 ,,1 BBBBBBB uaxuaxN �� ���  (8) 
 
ここで， i

ju は(1)～(3)式を解くことによって得られる

状態別の効用水準である． 
(8)式より，BSWFに基づく場合の水融通量に関する最
適化条件が次のように得られる． 
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(9)式は，渇水時の水融通量に対する限界効用（二地
域間のやり取りであるため，どちらかの地域が正値と

なり，もう一方が負値となる）に渇水生起確率と家計

数を乗じたものが地域間で相殺されるように水融通量

が決定されることを示している．すなわち，家計数と

渇水生起確率で表現されている地域間格差に合わせて

水融通が行われれば社会厚生が最大になる．なお，地

域間の家計数の違いが水融通量の決定に影響を及ぼす

ことから，個人間の配分，すなわち公平性については

考慮されていないと言える．ただし，家計数が同程度

の地域間では結果的に公平性も考慮されることになる．

さらに渇水生起確率が考慮されていることから，両地

域の節水量が水融通量に影響することがわかる． 
(b) NSWFに基づく場合（ 1�� ） 

NSWFに基づく場合には，各地域の期待効用の積が
最大になるように水融通を行うことになる．したがっ

て，(4)式は次のように書き直すことができる． 
 
 � �� � � �� �1101 ,,1max AAAAAAAy

uaxuaxN �� ��  

 � �� � � �� �1101 ,,1 BBBBBBB uaxuaxN �� ���  (10) 
 
(10)式より，NSWF に基づく場合の水融通量に関する
最適化条件が次のように得られる． 
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(11)式は，渇水時の水融通量に対する限界効用に渇
水生起確率と他地域の期待効用水準を乗じたものが両

地域で相殺されるように水融通量が決定されることを

示している．すなわち，渇水生起確率の地域間格差に

他地域の期待効用を加味して水融通が行われれば社会

厚生が最大になる．なお，限界効用に他地域の期待効

用水準が乗じられていること，および家計数が乗じら

れていないことから，個人間の配分，すなわち公平性

についても考慮されていると言える．さらに BSWFと
同様に渇水生起確率が入っていることから，節水量が

水融通量に影響することがわかる． 
(c) RSWFに基づく場合（ ��� ） 

RSWFに基づく場合には，最も効用水準の低い社会
構成家計の効用が最大になるように水融通を行うこと

になる．したがって，(4)式は次のように書き直すこと
ができる． 
 

 � �BAy
VV ,minmax  (12) 

 
RSWFの解釈として，公正主義的な社会価値規範を表
現しているため，水融通量に関する最適化条件が次の

ように得られる． 
 
 BA VV �  (13) 
 

(13)式は，両地域の期待効用水準が等しくなるよう
に地域間の水融通が決定されることを示している．す

なわち，両地域の期待効用水準が等しくなるように水

融通が行われれば社会厚生が最大になる．なお，期待

効用水準のみによって水融通量が決定されることから，

個人間の配分，すなわち公平性についてのみ考慮され

ていると言える．他の二つの社会厚生関数と異なる点

として，水融通量に対する限界効用が入っていないこ

とが挙げられるが，このことからも効率性を考慮せず，

公平性のみに依存して水融通量が決定されることがわ

かる． 
 
(3) 最適水融通価格 

(2)では社会厚生関数を用いて，二地域間における最
適な水融通量を決定する条件式を示したが，これは次

のように書き直すことができる． 
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(14)式より求められた最適水融通量を y*とする．そ

の下で社会厚生関数を水融通価格で一階微分すること

によって，最適水融通価格の条件式が次のように導出

できる． 
 

 � � 0,*

�
�

�

r
rySW  (15) 

 



 

(15)式は最適水融通量から求められた，最適水融通
価格の条件式となっており，この関係を満たすことが

各社会厚生関数の最適化問題を水融通量と水融通価格

の両方について解いたことになる． 
 
５．渇水リスク分散方法の検討 
 

ここでは，仮想的な地域を想定して，家計の行動モ

デルを特定化することによって４．で導出した節水量

と水融通量の最適条件式を特定化し，数値シミュレー

ションを行い，渇水リスク分散方法について検討する．

具体的には，いろいろな状況下における最適な節水量

や水融通量を求め，解析的に導くことができない効率

性と公平性の程度について比較検討するものである． 

 

(1) 家計の行動モデルの特定化 
(1)式で定義した家計の行動モデルを Cobb-Douglas
型効用関数により特定化すると次のようになる． 
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(16)式において，平常時の水消費量は水需要量から節
水量を引いた分とし，渇水時の水消費量は水利権に基

づいて割り当てられた水供給量に，地域間の水融通量

と平常時の節水量による使用可能量を加えたものとす

る．また(17)，(18)式はそれぞれ平常時，渇水時の予算
制約である．(16)～(18)式を解くことにより，各需要関
数が次のように求められる． 
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(22)式の最適節水量の関数は，非常に冗長であるため
一般形で表している．また(19)～(22)式を(16)式に代入
することにより，間接期待効用関数が求まる． 
 
(2) 渇水生起確率の特定化 
渇水生起確率は，降雨量や流域状況などの地理的条

件や水利権だけでなく，平常時の節水量にも影響を受

けるものとし，渇水時の水供給量と節水量の関数とし

て次のように特定化する． 
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ここで， 0� ：基準渇水生起確率（地理的条件に起因す

るもの）， f� ：補正渇水生起確率， �� , ：パラメータ． 

式(23)の軌跡は逆 S 字曲線となる．この数値シミュレ
ーションでは同一水系内における二地域を対象に節水

や地域間の水融通について検討するため，３．(1)モデ
ルの仮定でも述べたように，水文学的には各地域の渇

水生起確率は独立でないと考え，自然科学的には水系

全体として同じ渇水生起確率であるとし，水利権と節

水量という社会的な条件によってのみ各地域の渇水発

生確率が異なると考える．具体的には，各地域の水利

権の違いによって生じる渇水時における水供給量の違

い，および各地域の節水量によって，渇水生起確率が

地域ごとに異なるものとする． 
 
(3) 検討条件と手順 
数値シミュレーションでは，対象地域として仮想的

な二地域(A,B)を想定する．このうち A 地域は優先的
な水利権（例えば既得水利権）を有し，渇水リスクの

小さい地域とし，B地域は渇水リスクの大きい地域と
する．検討にあたっての諸条件を以下に示す． 
① 渇水規模は取水制限率で表現し，ここでは地域全

体で 10，30，50%という 3 ケースを想定する．た
だし，この 3 ケースを同時に考えて平常時の行動
を決定するのではなく，それぞれが独立に発生す

るとして，ケース毎に平常時の行動を決定するも

のとする．すなわち，各ケースは想定される渇水

レベルとその発生確率が異なる別々の地域を想定

していると言ってもよい．あるいは貯水施設の整

備レベルが異なる場合を想定しているとも言える． 
② 渇水が生じ，地域全体に取水制限をかけなければ

ならない時は，先にB地域から取水制限がかかり，
B 地域にもうこれ以上取水制限をかけられない状
況（最大取水制限率を 60%と想定する）になると A
地域にも取水制限がかかるものとする．このよう

な条件設定としたのは，それぞれの渇水レベルに

対して各地域の取水制限率，すなわち，渇水状況

が異なる場合を想定するためである．つまり，地

域全体の取水制限が低い時（両地域の世帯数が同

じであれば 30%以下の場合）には B地域だけに制
限がかかる．一方，地域全体の取水制限が高い時



 

（両地域の世帯数が同じであれば 30%を超える場
合）は B 地域にだけ制限をかけると最大取水制限
率の 60％を超えるため，A 地域にも取水制限がか
かるものとする． 

③ 平常時に最低限必要な水需要量を確保するため，

節水量は最大 30(m3/年)とする． 
④ 地域間の水融通価格は 1～3,000(円/m3)を検討範囲
とする． 
検討の手順は次のとおりである． 
① 地域全体の水供給量を両地域の水利権（上述した

条件②）に基づいて配分する． 
② 各ケースの取水制限下における最適節水量と，各

配分条件式（BSWF，NSWF，RSWF）により導出
される水融通量を同時決定する． 

③ ②を 1～3,000(円/m3)の水融通価格ごとに行う． 
④ 両地域の計算値を用いて，渇水時の水供給量や期

待効用水準，総効用水準，さらには地域間の格差

（等価変分を用いて両地域の期待効用水準の差を

所得に換算した値），水融通という施策がもたらす

便益（等価変分により水融通を行った場合と行わ

なかった場合の期待効用水準の差を所得に換算し

た値）を算出する． 
 

(4) データとパラメータの設定 
本検討で用いるデータセットとパラメータを表 1に 
示す．地域の規模による影響が及ばないように，各地

域に同じ世帯数が存在すると想定した．一般化可処分

所得は，総務省「家計調査」12)の全国平均値とした．

生活用水価格は濃尾用水・愛知用水の受益地域におけ

る水道料金 13)に基づいて標準的な値を想定した．ただ

し，本来ならば生活用水価格は機会費用として水需給

状況，渇水状況に応じた価格変化をするように設定す

る必要があると思われるが，本研究では現状における

固定価格を利用して検討を行うこととした．平常時の

標準的な生活用水使用量 14)を想定し，一般化可処分所

得との関係から合成財と生活用水の消費比率を求めて，

効用関数のパラメータを設定した．すなわち，(19)式，
(20)式における一般化可処分所得，合成財消費額（＝
合成財需要×合成財価格），生活用水消費額（＝生活

用水使用量×生活用水価格）に対して現実のデータを

与え，パラメータ� ，�の値を求めるものである．な

お，節水に対する使用可能率については簡略化のため

1�k とした．一方，10％の取水制限が 3年に一回，30％
が 5年に一回，50％が 20年に一回程度発生すると想定
し，これらと整合するように渇水発生確率のパラメー

タを設定した．表 1の 3つの�は，左から渇水生起確

率が 1/3，1/5，1/20となる値である．なお，両地域で 
 

表 1 データセットとパラメータ 

 
表 2 想定取水制限下における水供給量と節水量 

水供給量： 1
ja  節水量： jx  

 
A地域 B地域 A地域 B地域 

10％ 120 96 18 27 
30％ 120 48 23 30 
50％ 72 48 30 30 

[単位はすべてm3/年] 
 
パラメータが同じ値であるのは先述したように同一水

系内の二地域を想定しているからである． 
 
(5) 検討結果 
本検討条件では地域全体で10%の取水制限がかかっ
た場合においてのみA地域に取水制限がかかっていな
い．逆に言えば，これ以外の地域および条件では程度

の違いはあるものの取水制限がかかっている．想定し

た取水制限のそれぞれについて各地域における渇水時

の水供給量と最適節水量を求めた結果を表 2 に示す．
また水融通に関する計算結果は図 1～3 のとおりであ
る．図 1～3 の横軸はすべて想定した水融通価格であ
る．図 1は水融通価格ごとに二地域間でやり取りする
最適な水融通量を示している．図 2は地域間格差，す
なわち公平性に関する評価値を示している．この図中

の所得格差とはA地域とB地域の期待効用水準が等し
くなるような追加的所得であり，所得格差が大きいほ

ど二地域間の期待効用水準の格差が大きい．図 3は社
会的便益，すなわち効率性について比較している図で

ある．この図中の社会的便益とは水融通を行わなかっ

た場合と行った場合の効用が等しくなるような追加的

所得に世帯数を乗じたものである． 

(a) 節水と水融通に関する考察 
まず最適節水量について見てみると，表 2より渇水
リスクが高い地域で節水量が多くなっていること，お 

 変数 A地域 B地域 

世帯数 N  200,000 200,000
一般化可処分所得 

(千円/年) 
i
j�  2,145 

合成財価格(千円) 
i
jp  1 

生活用水価格(円/m3) jq  80 100 

�  0.994857 0.994286効用関数 

のパラメータ �  0.005143 0.005714

基準渇水生起確率 0�  0.5 

補正渇水生起確率 f�  0.01 
�  700, 10, 0.001 渇水生起確率関数 

のパラメータ �  0.2 
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図 1 地域間の水融通量 

 
よび渇水規模（取水制限率）が大きいほど節水量が多

くなっていることがわかる．また，取水制限がかから

ない場合（10%の A地域）においても節水を行うこと
が最適な行動であると言う結果となった．さらにその

節水量は BSWF に基づいた場合の水融通量に等しく
なっている．したがって，これは水融通を行うために

節水を行っていると解釈でき，水融通制度の位置付け

により，渇水リスクの小さい地域において，渇水時の

みならず平常時でさえも，地域全体の渇水リスク分散

に貢献するように行動する誘因を与えたことを意味し

ている． 
(b) 公平性に関する考察 

BSWFに基づく場合，いずれの取水制限についても
地域間格差は水融通価格にほぼ比例して大きくなる．

NSWF に基づく場合は，水融通価格が安いときには
BSWFとほぼ同じであるが，ある水融通価格以上にな

ると一定の値となる．また，ここで without とは水融
通を行わない場合の地域間格差を示している．すなわ

ち，水利権の違いによる地域間格差を示している．な

お，効率性しか考慮されない BSWFを用いて公平性に
関する考察を行うことは通常なされないが，ここでは

BSWFを公平性に関する評価のベンチマークとするた
め，他の指標と並べて用いている． 
地域間格差の図を見ると，すべての取水制限におい

て BSWFと NSWFは水融通価格 1(円/m3)で最も低く，
200(円/m3)以上においては水融通を行わない場合を上
回っており，水融通を行う場合でも地域間に格差が存

在することがわかる．また地域間の関係はすべての水

融通価格において，A地域の期待効用が B地域のそれ
を上回っている．したがって，水融通価格を低く設定

することによって，地域間格差を是正することができ

公平性を改善させ得ると言える． 
(c) 効率性に関する考察 

BSWFおよび NSWFに基づく場合，水融通価格が高
くなるにつれて社会的便益は減少する．一方 RSWFに
基づく場合には，水融通価格が高くなるほど社会的便

益は増加するが，その値自体は負の値となっているた

め効率的な配分であるとは言えない．なお，公平性に

関する評価と同様に，ここでは RSWFを公平性に関す
る評価のベンチマークとするため，他の指標と並べて

用いている． 
社会的便益の図を見ると，すべての取水制限におい

て BSWFと NSWFは水融通価格 1(円/m3)が最も高く，
その値は水融通価格が高くなるにつれて徐々に減少し

ていることがわかる．したがって，水融通価格を低く

設定することにより，社会的便益をより多く発生させ

ることができ効率性を改善させ得ると言える．つまり，

水が逼迫しているB地域により安い価格で水を提供す
ることが，社会全体にとって効率的であるということ

である． 
以上のことから，水融通価格を低く設定することが

地域間格差を是正させ，公平性を改善させ得るととも

に，社会全体としても効率的であると言える． 
 
６．おわりに 
 
本研究では，渇水リスクを分散する方法として節水

と地域間の水融通について検討した．まず家計の行動

モデルを定式化し，節水量の最適化条件を導出すると

ともに，この条件式を満たした効用水準を社会厚生関

数に導入し最適な水融通量条件式を導出した．その結

果，最適な水融通量条件式において生起確率が入って

いることから，自主的な節水によって渇水時の水融通

に影響を及ぼすことが明示された．また，効率性を改 

（取水制限 10%）

（取水制限 30%）

（取水制限 50%）
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図 2 地域間格差 
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図 3 社会的便益 

 
善するためには，家計数と渇水発生確率を加味した限

界効用が地域間で相殺されるようにする必要があるこ

とがわかった．これに加えて公平性を改善するために

は，他地域の期待効用を考慮する必要があることも確

認できた．なお，本研究では両地域の期待効用が等し

い状態を最も公平としているが，これは公平性の定義

によって条件が異なることに注意する必要がある． 
次に家計の行動モデルを特定化することによって

水融通条件式を特定化した後，仮想的な地域を想定し

渇水リスク分散に関する分析を行った．一計算例では

あるが，水融通を行わなかった場合に比べて，公平性･

効率性共に効果が見られるような水融通価格の存在を

確かめることができた．その価格とは本研究の設定に

おいては 1(円/m3)であった．この価格以外では効率性
もしくは公平性のどちらかの効果しか上げていない．

しかしながら節水と水融通を実施することによって，

効率性と公平性を高めることができる可能性があるこ

とがわかった． 
今後は水融通量や価格を中央政府などによる強制

的な実施ではなく，家計がその量や価格を決定するこ

とができるような想定を行うことが必要であるように

思われる．また仮想的な地域ではなく，実証的な分析

を踏まえて総合的な渇水リスクマネジメントを検討し

ていく必要がある． 
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節水と地域間の水融通による渇水リスク分散方法に関する基礎的分析* 

岡徹**・髙木朗義*** 
 
わが国には地震や洪水と並んで渇水という災害が存在するが，近年，施設整備によるリスク軽減

策は実行し難くなっている．一方，渇水リスクは地理的条件や歴史的背景によって地域間，主体間

に格差があり，調整の余地が残されている．そこで本研究では，施設整備に依らない方策として節

水と地域間の水融通に着目し，効率性のみならず公平性も考慮した渇水リスク分散方法について検

討した．数値シミュレーションでは，効率性の指標として社会的便益を，公平性の指標として地域

間所得格差を用いて様々なケースを比較検討することにより，ある水融通の価格において良好な渇

水リスク分散となり得ることを示す． 
 

 
A Basic Analysis of Drought Risk Allocation with Water Transfer between Regions  
and Water Saving* 

By Toru OKA**・Akiyoshi TAKAGI*** 
 
Although there is a drought together with an earthquake and a flood in disasters, recently, it has been 

hard to carry out the risk mitigation measures with the infrastructure facilities in Japan.  On the other 
hand, there is still room for adjustment, because the drought risk has the difference between regions and 
between agents according to the geographical conditions and the historical background.  In this study, 
we examined the allocation of drought risk considering not only efficiency but also equity, focusing on 
the saving water and water transfer between regions as the measures that do not depend on the 
infrastructure facilities.  We show that the allocation of drought risk was well in a certain price of water 
transfer by comparison with the various cases using the social benefit and the differential income 
between regions respectively as indexes of efficiency and equity in simulation 

 
 


